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⑤

①

②
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⑥

⑦
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⑧
目標指標

施策構成
事務事業

施策名 広域行政の推進

施策の体系

基本目標 ひとをつなぐまち 施策の主担当課名

主要施策名(１)

－

事業費（人件費込、単位：千円）

　地方分権の流れや多様化する住民ニーズに対応した、効率的な行政運営を行うため、近隣自治体と連携・協力し、広域行政を推進
するとともに、市町村合併についても検討していきます。

主要施策名(３) 市町村合併の取組み

施策コード C-6-3

施策の現状と課題

施策の基本方針

主要施策名(４)

主要施策名(５)

総合政策課

行政経営プロジェクト 関係課名
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　交通網の整備や情報通信手段の発達・普及により、住民の活動範囲は行政区域を越えて飛躍的に広域化しています。また、地域主
権改革に伴う権限移譲により基礎自治体が担う事務が増大しています。このような中、多様化・高度化に加え広域化する行政課題に
的確かつ効率的に対応するためには、近隣自治体と連携・協力して事務処理を行うことも重要です。
　現在、本市は、ごみ処理、介護認定、１次救急医療等において近隣自治体と共同処理事務を行い事務の効率化を図っています。ま
た、平成19年に福岡県が京築地域の市町と共同で策定した京築連帯アメニティ都市圏構想に基づき、この地域の特性や地域資源を
活用し、特産加工品の開発・ブランド化や神楽を中心とした文化イベントの開催等に取り組み京築地域全体の活性化に努めていま
す。
　多様化する住民ニーズに対応するとともに効率的に事務処理を行うために、必要に応じて広域で行っている共同処理事務を見直す
とともに、京築地域の枠にとらわれることなく、新たな分野における共同事務処理の実施を検討していく必要があります。
　また、行財政基盤の強化に向け、市町村合併についても検討していく必要があります。

事務事業の内容

主要施策名(６)

基本施策

主要施策名(２) 京築活性化の推進

施策の内容
（主要施策）

　現在、広域で行っている共同処理事務については、さらなる効率化を図るため、必要に応じて内容の見直しを検討します。また、
新たな共同処理事務の設置についても検討します。

共同処理事務の見直し・推進

H22年度 H23年度

H22年度 H23年度 H28年度

4 4 5

H27年度

H22年度 H23年度 H24年度 H25年度

H24年度 H25年度

H26年度

優先順位Ｈ25年度
実績値

Ｈ26年度
実績値

5,7896,315

事務事業名

H27年度 H28年度

Ｈ27年度
見込額

1
京築広域市町村圏事務組合負担事
業

２市５町で組織された一部事務組合に
対する負担金

10,054 16,540

3
京築連帯アメニティ都市圏推進事
業

県と京築７市町で構成する、個性的な
都市圏形成のための取り組み

4

2 水源開発出資金支出事業 伊良原ダム建設に伴う出資金 22,840 17,240 80,140

5,302 3

2

1

13,396

7

6
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　京築連帯アメニティ都市圏構想を推進するとともに、京築地域全体の活性化を図るため近隣自治体との連携・強化を推進します。

H23年度

指標名(単位)

主要施策名(７)

H26年度H24年度 H25年度

評価年度過年度実績

H26年度

平成２５年度から、病児病後児保育業務を苅田町、
みやこ町と共同実施している。また、平成２６年度
から、防災食育センター（給食センター）は単独運
営となった。

H27年度 H28年度

施策に対する
市の最終方針

施策全体の今後
の方針と展望

(主要部長の意見)

　地域の中心都市と近隣市町が、「経済成長のけん引」「高次都市機能の集積・強化」「生活関連機能サービスの向
上」の３つの柱をもとに連携し、人口減少・少子高齢化社会においても一定の圏域人口を有し、活力ある経済社会を
維持するための拠点を形成することを目的とし、連携中枢都市圏を形成する取組みが全国的に行われているが、行橋
市でも北九州市を中心都市とした16市町による「北九州都市圏域」の形成に向け、現在関係市町と協議を進めている
ところである。今後は、この連携中枢都市圏域「北九州都市圏域」形成により、近隣自治体との更なる連携強化を
図っていきたい。
　京築連帯アメニティ都市圏推進事業の取組みについては、北九州都市圏や福岡都市圏で開催している神楽PR公演や
京築フェスタ等を通じて京築地域以外の人達にも認知されるように今後とも取り組んでいく。

　地方分権が進む中、それぞれの自治体が限られた予算と人員の中で同じような取組みを個別に行うので
はなく、自治体同士がうまく連携を図り、協力し合って地域の活性化やサービスの充実を行うことは非常
に重要である。ただし、現状ではその端緒についただけの状況と言わざるを得ない。まずは事務の共同処
理についてだけでも、今後の見通しを示すべきだと考える。
　京築連帯アメニティ都市圏推進事業の取り組みについては、マンネリ化しないように京築地域以外の人
達にも取り組みが認知されるように事業を進めていってもらいたい。
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　地方分権時代に対応し、持続可能な行政サービスを提供しうる行財政基盤の強化に向けて、市町村合併の検討を行います。

共同処理事務数(事務)

H22年度

総合計画審議会
からの意見及び
指摘事項等

5 6

H27年度

15

11

H28年度

達成度の説明（H26年度）

H24年度

　東九州自動車道や国道２０１号バイパス等の開通など、この京築地域の交通基盤が整備されたことに伴
い、住民の活動範囲が更に広域化される中で、行政においても、常に広域的な視点に立ち、施策の検討や
公共施設の相互利用を前提とした施設整備を行う必要がある。よって、京築地域はもとより、この地域を
越えての連携も視野に入れながら、関係自治体と協議を行いたい。

H25年度 H26年度

目標値


